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報告書の範囲

本報告書は、当社の事業活動における環境保全活動及び

社会への取り組みについてまとめた報告書です。

環境マネジメントシステムを通じて、企業として解決すべき

課題を的確に見極め、今後の着実な継続的改善に生かした

いと考えています。

また、化学製品を製造し販売する企業の社会的責任として

「化学品の管理」に対する取り組み及び「労働安全、保安防

災の取り組み」 「社会との対話と貢献活動」などの活動につ

いて報告します。

■ 対象組織

大阪有機化学工業株式会社を対象としますが、一部連結

子会社の内容を記載しています。

■ 対象期間

環境保全データは、 ２０１７年４月から２０１８年３月を採

用しました。また、環境会計を含む一部活動は、２０１６年

１２月から２０１７年１１月の当社の会計年度を対象期間と

しました。

■ 数字の記載について

本報告書に記載している表やグラフの数字は四捨五入の

関係で合計値が合わない場合があります。

■ 発行日

２０１８年８月

■ 次回発行予定日

２０１９年８月

■ 参考としたガイドライン

環境報告ガイドライン（２０１２年版） 環境省

環境会計ガイドライン（２００５年版） 環境省

■ 免責事項

本報告書に記載された将来予測は、現時点での情報判

断であり、今後の事業環境の変化によっては異なる可能

性がありますのでご了承下さい。

■ 編集担当

経営企画本部 経営戦略部

■ お問い合わせ先

06-6264-5071 （経営企画本部 経営戦略部）
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平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、「環境・社会報告書2018」の発行にあたり、一言

ご挨拶申し上げます。

はじめに

本年度、当社では二代目社長鎮目泰昌から三代目社長

上林泰二へ、34年ぶりに社長交代を行いました。

これを機に初心に返り、改めて当社の取り組むべき姿勢を、

以下の通り提言させて頂きました。

1） 技術の研鑽に励み、特殊アクリルを軸とした世界に

誇れる企業を目指します。

2） コンプライアンスを重要視し、お客様をはじめ全ての

ステークホルダーの方々に誠実に対応してまいります。

3） 風通しが良く、現場を重視したフラットな組織を目指し

ます。

4） 経営層をはじめ幹部社員は常に率先垂範を心掛け、

失敗を恐れず挑戦し続ける人を応援いたします。

また、2015年よりスタートいたしました当社グループの長期

経営計画「Next Stage 10」は順調に推移し、計画最終年度

である2024年の数値目標を、売上350億円及び売上高営業

利益率10％以上と、それぞれ上方修正させて頂きました。た

だし、海外売上比率向上と新規事業の創成が不十分であり

ましたので、今後の重点課題として取り組みを強化します。

このような状況の下、当社の環境、安全並びに社会貢献

への取り組みを中心に、「環境・社会報告書2018」をまとめ

させて頂きましたので、ご高覧賜れば幸いに存じます。

２０１７年を振り返って

2017年3月10日に発生した当社金沢工場における火災事

故に関しましては、ステークホルダーの皆様に多大なる

ご迷惑とご心配をおかけしました事を深くお詫び申し上げま

す。二度とこのような事故を起こさないための原因究明、是

正対策及び各種対策の水平展開を講じました。

2017年11月期の当社業績は前年同期比で増収増益となり、

半導体関連材料を中心に全てのセグメントで好調でしたが、

これに安堵することなく、更なる業績向上を目指し鋭意努力

する所存でございます。

【トップメッセージ】

大阪有機化学工業株式会社

代表取締役社長

環境負荷の削減を目標とする取り組み

2017年度より環境保全に関する第3次中期計画をスタート

いたしました。これは、2019年を最終年度とする3ヶ年計画で、

優先課題としてPRTR対象物質排出量の更なる削減を目標

に定め、その除外設備を増強する等の施策にて活動を続け

ています。

「日本一きれいな工場」を目指して取り組むOYPM活動

当社では、全社員が参加する小集団での設備保全及び

「OYPM活動」（業務改善活動）として定着させており、「日本

一きれいな工場」を目指し、安全性の向上及び環境保全を

優先課題として日々取り組んでいます。

持続可能な社会との共存を目指して

当社は持続可能な社会との共存を目指し、安全、環境、

コンプライアンスの重視並びにコーポレートガバナンス体制

の充実等を引き続き向上するべく、全社員が社会貢献する

企業づくりに邁進してまいりますので、皆様の貴重なご意見、

ご支援を賜りますよう、重ねてお願い申し上げます。

大阪有機化学工業株式会社 環境・社会報告書２０１８ 2



【会社概要】

社 名 大阪有機化学工業株式会社

設 立 １９４６年１２月２１日

資本金 ３６億２９万円

従業員数
（２０１７年１１月３０日）

３６０名（単体）
４０１名（連結）

本社所在地 〒５４１-００５２
大阪市中央区安土町１-７-２０
（新トヤマビル）

■ 事業フィールド
化成品事業

塗料・粘接着剤・インキ向け等特殊アクリル酸エステル
及びアクリル酸の製造販売。エステル化技術、蒸留精
製技術、重合防止技術を基に自動車・建築等の塗料、
粘接着剤、コーティング剤やエレクトロ分野へのポリ
マー原料として、当社製品をマルチパーパス生産設備
で多品種少量生産対応により事業展開しています。

電子材料事業

ディスプレイ・半導体を中心とした電子材料の製造販売。
エステル化技術、蒸留精製技術、ポリマー合成技術、
精密合成技術を基に、アクリル酸エステル類の光硬化
性の特徴を活かしたアクリル酸エステル製品及びアクリ
ル酸エステルから誘導化した機能性ポリマー製品を電
子材料原料として電子産業分野へ事業展開しています。

機能化学品事業

化粧品向け原材料、機能材料等の製造販売。エステル
化技術、蒸留精製技術、ポリマー合成技術、精密合成
技術を基に、頭髪用機能性ポリマー製品及び各種中間
体原料としての機能材料を関連産業分野へ事業展開し
ています。

■ 事業拠点

事 業 所 本社、東京オフィス

金沢工場、酒田工場、大阪事業所、

八千代事業所

1

連 結 子 会 社 国内 神港有機化学工業株式会社

国外 光碩(上海)化工貿易有限公司

■ 会社概要
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■ 売上高・経常利益推移（連結）

売上高 経常利益
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■ コンプライアンスマニュアル

当社は、コンプライアンスと企業倫理に基づいた

健全な事業活動を推進し、地域社会の一員として

責任を果たし、私たち一人ひとりが、より良き社会

人・企業人として誠実かつ適切な行動を適宜・迅

速に行うための行動のよりどころとなる指針として

コンプライアンスマニュアルを制定しています。

経営トップ自らが推進役となり、内部統制委員会

を通して遵守状況の監視を行ってまいります。

■ リスク管理

当社の事業リスクマネジメントを推進するため、

リスク管理を内部統制委員会で実施し、リスクに

関わる課題の分析・評価・対応策の検討にあたっ

ています。

■ 不当要求防止対応

企業倫理に基づき、反社会的勢力からの不当要

求に責任を持って対応する体制並びに行動基準

を定め、反社会的勢力による被害を防止すること

を目的に、不当要求防止対応マニュアルを制定し

ています。

■ ハラスメント対応

職場におけるハラスメントを防止するため、禁止

行為をはじめ遵守するべき事項、並びに発生時の

対応および措置を定めています。

また、継続的な情報発信と研修活動に取り組ん

でまいります。

■ 社内教育

関連する規程類などは、社内ネットワーク等を

通じ全社員が確認できる環境を整備しています。

また、コンプライアンスに関する研修を年間計画

に織り込み実施しています。

■ 内部統制システム体制

社是、基本理念に基づき、法令遵守を明文化し

た「経営方針」、「経営理念」を定め、社長直属の

内部統制委員会において、「行動憲章」を策定し、

コンプライアンス体制の整備、維持を図っています。

■ 内部統制システム体制図

【コンプライアンス】
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環 境 理 念

大阪有機化学工業は、創業以来常に従業員の愛情と和と勤勉を大切にした経営に心がけ、顧客が満足し安心して使

用できる高品位な製品の供給を通して産業界への貢献に努める一方で、法規制の遵守と無事故無災害を目指した安全

操業で地域社会との協調を図ってきた。

今後はさらに 「持続可能な発展」 の国際原則に基づき、事業活動に伴う環境影響の継続的改善に努め、地域社会と

の調和や地球環境の保全に対して一層の社会的責務を果たす努力をする。

■ マネジメントシステムへの取り組み

当社では、化学工場の生産活動に環境マネジメントを取り入れるため、2006年度に、酒田工場、金沢工場でマネジ

メントシステム（ＩＳＯ１４００１*1）を取得しています。

ＩＳＯ１４００１の運用を行うことで、化学工場での生産活動において、化学物質排出量削減、省資源、廃棄物量削減

などの環境負荷低減を行うため、持続可能な目標を定め、取り組んでいます。

*1 ＩＳＯ１４００１ ： 環境マネジメントシステム（EMS Environmental Management Systems）の国際規格。

認証取得状況

マネジメントシステム 事業所名 登録番号 認証取得日 審査登録機関

ISO14001：2015

酒田工場 JCQA-E-0714 2005年12月

JCQA

金沢工場 JCQA-E-0723 2006年1月

大阪事業所 ISO14001に準拠し活動しています。

環境とのかかわり

【環境への取り組み】

当社は、事業を通じた社会への貢献をおこないつつ、地球環境との調和を図っていくため、環境理念を定め、

環境に配慮した製品の開発、生産活動を通して社会に貢献してまいります。
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化学工場での生産活動が事業の中心となる当社は、環境保全に関わる取り組むべき優先課題として、汚染の防止は

もとより地球環境負荷の削減を目指して活動しています。 現在の当社を取り巻く状況や将来的な変化予測を踏まえて

様々な対策に取り組んでいます。

評価基準 ： ○ 目標以上達成 × 目標達成できず

項
目

２０１７年度 大阪有機化学工業の環境保全活動 第３次中期計画（３か年） 関
連
頁

２０１７年度目標
(数値は対２０１６年度)

２０１７年度実績 評価
２０１９年度目標

（２０１６年度基準）

環境マネジメントシステム
の維持

システムの維持
○ 環境マネジメント

システム認証維持
５

環境会計の継続実施 継続実施 ○ 環境会計の継続実施 ７

環
境
保
全

エネルギー原単位 1％削減 原単位 0.6％削減 ×
エネルギー原単位

3％削減
９

CO₂排出 原単位 1％削減 原単位 1.2％増加 ×
CO₂排出 原単位

3％削減

外部処理産業廃棄物量
適正処理の継続

適正処理 ○
外部処理産業廃棄物量

適正処理の継続

１０

SOx排出量 監視の継続 監視の継続 ○ SOx排出量 監視の継続

NOx排出量 監視の継続 監視の継続 ○ NOx排出量 監視の継続

COD負荷量 監視の継続 監視の継続 ○ COD負荷量 監視の継続

SS負荷量 監視の継続 監視の継続 ○ SS負荷量 監視の継続

PRTR対象物質の
排出・移動量届出

2017年6月提出 ○
PRTR対象物質の

排出・移動量届出の
継続実施

１２

PRTR排出量 総量 8㌧削減 0.9㌧増加 ×
PRTR排出量 総量

40㌧削減

PRTR移動量 適正処理 適正処理 ○ PRTR移動量 適正処理

環境事故ゼロ 環境事故ゼロ ○ 環境事故ゼロ

休業災害ゼロの推進 休業災害２件発生 × 休業災害ゼロの推進 １６

社会奉仕活動の推進 社会奉仕活動の実施 ○ 社会奉仕活動の推進

(注１ ： 表中で記載されている原単位とは、当社の生産量当たりの各環境負荷量を示しています)

(注２ ： 当社のＰＲＴＲ集計では、法規制ＰＲＴＲ対象物質以外に㈳日本化学工業協会対象物質を含めた自主管理を行っています)

(注３ ： “休業災害ゼロの推進”は、当社会計年度（2017年は2016年12月1日から2017年11月30日）を集計期間としています。

環境とのかかわり

【環境保全活動 目標と実績】
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（環境会計の集計について）

・集 計 期 間 ： 当社会計年度（2016年12月1日から2017年11月30日）

・集 計 範 囲 ： 2016年度の集計範囲は、大阪有機化学工業株式会社[２工場 1事業所(生産本部、技術本部）]としました。

2017年度の集計範囲で削除された事業所は以下の通りです。

大阪事業所（生産本部）(大阪工場再整備により影響が軽微となったため）

・集計の考え方 ： 投資・費用は、環境保全活動を目的とする支出額です。

研究開発コストの費用額は、研究テーマ毎に環境保全係数を設定し、研究人件費を按分し算出しました。

■ 環境保全のための投資額及び費用額

環境保全コスト （単位：百万円）

分 類 主な取り組みの内容
投資額 費用額

2016年 2017年 2016年 2017年

1）事業エリア内コスト 128.4 140.6 256.4 221.6

内
訳

①公害防止 公害防止設備の導入 90.1 65.3 102.3 119.3

②地球環境保全 省エネ型設備・機器導入・維持費 36.1 60.9 21.4 17.1

③資源循環 廃棄物減量化・リサイクル処理費、外部委託費 2.2 14.4 132.7 85.1

2）上・下流コスト 包装容器のリユース・リサイクル費 0.0 0.0 3.2 0.0

3）管理活動コスト 環境マネジメントシステム維持・社員教育費 0.0 0.0 8.2 7.1

4）研究開発コスト 環境配慮型製品やプロセスの研究開発費 15.5 32.9 147.3 146.1

5）社会活動コスト 地域における環境保全活動費 0.0 0.0 0.7 0.7

6）環境損傷コスト 大気汚染負荷量賦課金 0.0 0.0 2.5 5.0

合 計 143.9 173.5 418.3 380.4

環境保全経済効果 （単位：百万円）

効果項目分類
効果金額

2016年 2017年

1）リサイクルにより得られた削減コスト 25,5 26.5

2）省エネルギーにより削減された購入エネルギー費 0.0 1.1

3）省資源により得られた原料コスト 102.6 69.3

合 計 128.0 96.8

■ 環境保全効果に伴う経済効果

2017年度投資額は、１７３．５百万円でした。主な内容は、金沢工場におけるプラント及びタンク類の脱臭配管工事、送水

ポンプ更新工事、酒田工場における純水装置更新等です。また、研究開発費コストは、評価機器の購入により、昨年度に

比べ増加しました。

2017年度費用額は、３８０．４百万円でした。主な内容は、金沢工場における廃棄物処理費用、活性汚泥維持費、焼却炉

維持費です。

リサイクルにより得られた削減コストの内容は、金沢工場の廃金属回収、副生油処理設備による有価金属の回収、酒田

工場の廃油のボイラー燃料費によるものです。省資源により得られた原料コストの内容は、金沢工場の設備改良、製造原

価低減によるものです。

環境とのかかわり

【環境会計】

大阪有機化学工業株式会社 環境・社会報告書２０１８7



ＯＵＴＰＵＴ
事業活動による排出を低減する努力をしています

ＩＮＰＵＴ
エネルギーや資源の使用量を低減する努力をしています

エネルギー

総エネルギー １０，７９５ KL

内
訳

電力 ５，４１８ KL

重油 ５，３６５ KL

その他 １２ KL

原料

３２．５ 千㌧

水

５３７ 万㌧

水域排出量

ＣＯＤ負荷量 １３．３１ ㌧

ＳＳ負荷量 ８．３２ ㌧

大気排出量

ＣＯ２ ３７．４ 千㌧

ＳＯX ４．０ ㌧

ＮＯX ９．７ ㌧

PRTR物質 ５７．０ ㌧

廃棄物排出量

２．７ 千㌧

■ マテリアルフロー

当社は、事業活動の中で多くのエネルギー、化学物質、水質源などを使用しており、環境に対して様々な影響を与える

ことから、事業活動に伴う環境負荷の低減を推進しています。当社の事業活動が、環境へ及ぼす影響は下記の通りです。

大阪有機化学工業㈱
事業活動

環境とのかかわり

【環境負荷の状況】

(注 ： エネルギー使用量は、原油換算しています。）

製品

２２．５ 千㌧

製品生産研究開発

（マテリアルフローの集計について）

集計期間 ： 当社会計年度（2016年4月1日から2017年3月31日）

集計範囲 ： 2016年度の集計範囲は、大阪有機化学工業株式会社[２工場 1事業所(生産本部、技術本部）]としました。

2017年度の集計範囲で削除された事業所は以下の通りです。

・大阪事業所（生産本部） （大阪工場再整備により影響が軽微となったため）
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■ エネルギー使用量

当社では２０１６年度の使用量を基準に、２０１７年度

～２０１９年度の期間において、生産量に対するエネ

ルギー原単位で3％削減（年間1％の削減）することを

目標に取り組んでいます。主な取り組みとして、エネ

ルギー使用量の見える化を行い、省エネ設備、機器を

導入し、エネルギー使用量の抑制を図っています。

２０１７年度実績のエネルギー使用量は生産量の

増加に伴い増加しましたが、エネルギー原単位は、２

０１６年度の使用量を基準に、0.6％削減することがで

きました。

■ ＣＯ２排出量

当社ではエネルギー管理体制を構築し、中長期計

画書に基づき、業務改善活動「ＯＹＰＭ活動」の推進に

より、全従業員が省エネルギー活動を通してＣＯ２排

出量の削減を進めています。

２０１７年度のCO２排出量は、生産量の増加に伴い、

２０１６年度基準より増加しました。CO２排出量原単

位については、CO２排出量が多い生産品目構成比

率が上昇したことにより、1.2％増加しました。今後も

事業の方向性として、CO２排出量が多い生産品目構

成比率が上がることが予想されますが、事業による

社会貢献と地球環境との調和を図り、引き続き地球

温暖化防止へ取り組んでまいります。

環境とのかかわり

【地球温暖化防止の取り組み】

2017年度エネルギー消費に占める比率
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※ 円グラフに記載の非エネルギー起源とは、主に生産
工程で発生する廃溶剤を焼却処理したものです。
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■ 廃棄物処理

環境負荷のさらなる削減に向け、引き続き３Ｒ※に取り組みました。副生油処理システムの運転や廃溶剤のボイラー燃料化

を継続して実施しています。2017年度は廃油発生量の増加により、社内廃棄物が増加していますが、2015年に外部に出して

いた廃棄物を社内で活性汚泥処理しており、その効果により外部処理委託量、原単位は減少しています。

■ 大気汚染防止

ボイラーや焼却炉の適正運転を進め、大気への環境負荷

低減に継続的に取り組んでおり、2017年度は、有害物質で

ある硫黄酸化物（SOX）、窒素酸化物（NOX）の排出量、原単

位ともに削減できました。引き続き、排出量の監視を継続的

に行い、更なる削減に努めてまいります。

■ 水質汚染防止

活性汚泥処理施設や廃水焼却炉の適正な運転を進め、

排水の環境負荷低減に継続的に取り組んでいます。2017

年度は、化学的酸素要求量（ＣＯＤ）や懸濁物質量（ＳＳ）が

増加しました。規制値は十分下回っており、引き続き監視を

継続しながら、削減に努めてまいります。

環境とのかかわり

【環境保全の取り組み】
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品質方針

■ 『社是』を基本とした風土つくり

■ 『提供価値』を高める業務の推進

■ 『強み』を生かした新領域の設定

■全社活動一本化に向けた業務の選択と集中 ～ 『やらないこと』を決める ～

化学品の管理

【品質管理の取り組み】

認証取得状況

マネジメントシステム 事業所名 登録番号 認証取得日 審査登録機関

ISO9001：2015 全社 JCQA-0227 1997年6月 JCQA

＊ ＩＳＯ９００１
品質マネジメントシステム（QMS Quality Management System）の国際規格。

お客様に満足していただける製品及びサービスを提供するため、当社は1997年に全社単位でマネジメントシステム（ISO9001）の

認証を取得、運用により、品質管理の強化を実施するとともに、お客様への情報発信を誠実に行い、真摯な対応を心掛けています。

【トピックス～全社活動一本化への取り組み～】

昨年より、全社活動一本化に向けた活動として、経営企画本部、品質保証室、人事担当といった全社的にまたがる業務を担当

しているメンバーが組織横断的に会合を重ね検討しています。

昨今、様々な活動による業務が増加しております。全社最適な視点、中長期的視点を折り込み、各活動やシステムを一本化

していくことで、ムダ・ダブリを削減し、仕事そのもの（マネジメント）にしていくことを最終目標に掲げ、より良い会社にしていくには

どうすればよいか、知恵を出し合い活動しています。

①社是の精神が浸透している

②会社の方向性が共有化される（ベクトルの明確化）

③業務が整理できる

④ムダが無くなる

⑤気持ちにゆとりが生まれる

⑥新しい仕事にチャレンジできる

⑦モチベーションの高い人が増える

⑧やらされ感が消滅する

⑨従業員に一体感が生まれる

⑩大阪有機のファンが（内外に）増える

【活動メンバーでの達成イメージ～全社活動一本化ができたら～】

【2017年度の取り組み】

大阪有機の強みである「OYPM活動」とQMSとの融合により、情報の集約化、帳票書類の削減、データベースを統合し、

業務のムダ、ダブリを削減していくことを検討いたしました。

また、全社最適化向上のため、中長期的な視点を取り入れた年度予算と各種活動の紐付けを推進してまいりました。

▲ 会合風景

▲ 会合内容（ブレーンストーミング）
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化学物質の排出管理 【事業所 ： 金沢工場・酒田工場】 （単位： トン/年）
第三次3ヶ年計画の基準は2016年

CAS番号 物質名称
排出量 移動量

2016年 2017年 2016年 2017年

110-54-3 ｎ－ヘキサン 14.8 14.3 47.6 45.8

80-62-6 メタクリル酸メチル 12.4 11.8 0.0 0.0

96-33-3 アクリル酸メチル 10.4 11.5 12.9 15.1

110-82-7 ※ シクロヘキサン 2.5 4.8 90.2 85.2

108-88-3 トルエン 4.2 4.5 48.1 33.0

74-87-3 クロロメタン(塩化ﾒﾁﾙ） 3.5 2.3 0.0 0.0

67-56-1 ※ メチルアルコール 2.0 2.3 2.5 4.1

67-64-1 ※ アセトン 3.1 2.2 157.4 192.8

78-93-3 ※ メチルエチルケトン 0.7 0.9 56.7 65.5

104-76-7 ※ 2-エチルヘキサノール 0.8 0.8 0.0 0.0

その他 1.8 1.7 41.0 30.3

合計 56.1 57.0 456.4 471.7

ダイオキシン類(mg-TEG) 0.0 0.0 0.0 0.0

■ PRTR 対象化学物質＊1 の排出・移動量について

当社は日本化学工業協会の自主的なPRTR調査に参加し、化学物質の環境への排出量の削減に取り組んでいます。

2017年度の実績を以下に示します。2016年度に比べ、1.6％増加しました。主要製品の生産量増加が主な要因となっています。

今後の取り組みとして、主要製品を製造しているプラントのコンデンサー強化、各プラントの脱臭設備強を行い、排出量の削減

に努めてまいります。

※ ㈳日本化学工業協会調査対象物質

＊１ ＰＲＴＲ対象化学物質
ＰＲＴＲ制度＊2で定められた462物質があります。

＊２ ＰＲＴＲ制度
「特定化学物質の環境への排出量の把握など及び管理の改善の促進に関する法律」（化学物質排出把握管理促進法、又は単に
化管法）に基づき、有害なおそれのある化学物質が、事業所から環境へ排出される量を把握し国に届け出をし、公表する制度です。

化学品の管理

【化学物質管理の取り組み】
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化学品の管理

【製品の環境配慮・社会貢献】

■ アクリルモノマー

○ 自動車塗料用材料

自動車の塗装は、ボディ全体が収まる大掛かり

な塗装ブースの中で空調により熱を加え、塗布した

塗料を乾燥・硬化させる工程があります。この時、

大きなエネルギーを消費することになりますが、塗

料に反応性の高い材料を使用することで、塗料を

硬化させる温度を下げることが可能となり、消費エ

ネルギーの低減につながります。

当社は、自動車塗料用

材料として、従来品より反

応性の高いアクリルモノマー

を提供し、自動車製造工

程に於ける省エネとCO2削

減に貢献しています。

○ UVインクジェットインク用材料

印刷方式の中で、近年注目されているUVインク

ジェット印刷。印刷に製版が不要でオンデマンドな

印刷が可能です。特に有機溶剤を使用しない事と、

インクを無駄なく使用する為、環境へやさしい印刷

方式といえます。

当社は、高速で美しい印刷を実現するため、UV

インクジェット印刷用インクのニーズである、高い

UV硬化性と、高純度で低粘度なアクリルモノマー

の開発と製造を通じて社会に貢献しています。

○ 高機能接着性モノマーの開発

自動車の軽量化は、燃費向上やCO2削減につな

がります。最近、特に注目されているボディの「マ

ルチマテリアル化」による軽量化として、従来の鋼

材に対して部分的なアルミニウムやCFRP（炭素繊

維強化プラスチック）等の複数材料を組み合わせ

た使用が検討されています。この時、異種材料の

接合技術が必要となってきます。

この度、当社はこれら異種材料の接合に有用な

接着性モノマーを開発し、サンプル提供を開始しま

した。

この材料は金属と樹脂や、ガラスと樹脂など、異

なった物同士の接着性を向上する特性を活かし、

上記自動車の軽量化等、今後需要が増すと予想さ

れる高機能接着材料の提供を目指してまいります。

■ 機能材料

○ 化粧品原料

化粧品に広く使用されている防腐剤成分は、近

年アレルギーの原因とも言われ、世界的に化粧品

への使用が抑制される動きがあります。

当社は代替品として、

高純度で低臭気の機能性

材料を提供しています。

■ 新規開発品

フード
・ アルミニウム
・ 樹脂
・ CFRP

ルーフ
・ アルミニウム
・ CFRP

サイド/リア ウィンドウ
・ 樹脂

トランクリッド
・ アルミニウム
・ 樹脂
・ CFRP

パネル
・ ホットスタンプ材
・ アルミニウム
・ 樹脂
・ CFRP

マルチマテリアル化の動向

UV硬化性インク

UV照射による
インクの硬化

UVランプ

UVインクジェット印刷

メディアに対してインクを
吐出させ、画像を形成

左右に移動
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当社は、ICの回路形成に用いられるレジストの原料

として、高品質なアクリル材料を供給することにより半

導体市場の発展を通して人々の暮らしに貢献してま

いりました。

今後も同市場においては、モノがネットにつながる

「IoT」の普及やデータセンターの増加等により半導体

の需要が拡大し、更に大容量化を実現する為の回路

の微細化による高機能ニーズが高まると予想してい

ます。

ますます高くなる半導体材料の供給責任や機能性

向上のニーズに対応する為、当社は石川県白山市に

ある金沢工場に新たな生産設備の建設及び研究棟

の増築と分析装置の導入を行うことといたしました。

総投資額は約24億円で、2019年6月稼働を予定して

おり、生産体制と研究開発の増強を行います。

当社は、長年培ったアクリル材料の生産技術を駆使

して、社会に有用な製品の開発と提供を通じ、私達の

暮らしの中に貢献してまいります。

化学品の管理

【製品の環境配慮・社会貢献】

■ 半導体レジスト材料の生産設備、および研究施設の増強

■ ウェアラブル材料の開発

当社は、アクリル変性技術を用いて、伸縮性エラスト

マー、伸縮性導電材料を開発しました。これらは伸縮

性を利用したウェアラブル材料として様々な商品開発

に利用されています。

右図は、センサーにした伸縮性材料をウェアラブル

疲労評価システムへ応用した例です。

ウェアラブルセンサーをヘルメットやウェアの中に装

着したり腕バンドとして着用し、作業者の心拍数や脈

波、体温を検知して情報として集約することにより、多

くの作業者の健康状態を一括管理することが可能と

なります。

この例は、今後増加すると予想される2020年の東京

オリンピック・パラリンピックに向けた建設作業者や運

搬業者の作業リスクに配慮した用途となります。今後、

介護を含めた次世代の健康管理システムを下支えす

る材料として、更なる材料開発を進めてまいります。

予
測

予
測
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3,000
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(出所) WSTS 「2018年春季半導体
市場予測の結果」 より当社作成

世界の半導体市場動向

伸縮性導電材料
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化学品の管理

【化学品・製品安全について】

■ 設計開発段階での化学物質リスク評価

当社の製品は、化学反応により生じた化学物質そ

のものや多くの原材料メーカーから購入した化学物質

との混合物がほとんどです。使用する原材料や製品

の有害性、環境影響を調査し評価することは、製造作

業に携わる人や取り扱うお客様の安全を確保し環境

汚染を低減させる製品や製造プロセスを作る上で重

要です。

研究所では、化学物質が当社の製品として販売され

るまでの研究開発段階で、使用する原料や製品の危

険性、有害性を調査し、そのリスクを評価します。得ら

れた情報を基に、有害性の少ない原材料の選択、安

全な作業方法、発生する廃棄物が少なくなるような製

法の提案、エネルギーの無駄が少ない設備の設計な

どに役立てています。

■ 安全性情報の提供

当社では、法律で提供が義務付けられている化学

物質を含有する製品だけでなく、試作段階も含め全

ての製品について、最新のＪＩＳに準拠したＧＨＳ※１ラ

ベル及びＳＤＳ（安全性データシート）を作成して、お

客様に危険・有害性情報を提供しています。

また、日本だけでなくＧＨＳに則った各国言語での

ＳＤＳやラベルの提供の義務化が始まった国・地域に

関しても、各国の法令に準拠したＳＤＳやラベルの提

供を行っています。

※１ 「化学品の分類および表示に関する世界調和

システム」（Globally Harmonized System of

Classification and Labelling of Chemicals）

■ 製品含有化学物質管理

経済のグローバル化や国内外の化学物質関連法

規制の整備に伴い、お客様からの製品含有化学物質

調査の件数も増加し、調査内容も幅広くまた複雑化し

ています。

当社では、製品や原材料中に含有する化学物質

や製造工程ごとに使用する原材料及び製品関連情報

等を化学物質管理ソフトで一元管理し、世界各国の法

規制情報を収載した外部データベースと連携すること

で、お客様に安心して使用して頂ける製品情報を迅速

かつ正確に提供できるよう努めています。

■ 化学物質登録制度への対応

化学物質の登録が必要な国内外の法規制に対して

は製品中に含有する化学物質及びその含有量を把握

し、製造・販売計画に合わせて適切な対応を行ってい

ます。

欧州化学品規制（ＲＥＡＣＨ）については、２０１８年５

月末までの登録期限に対して、対象物質の登録を全

て完了しました。

アメリカの有害物質規制法（ＴＳＣＡ）改正についても、

当社輸出品に於けるインベントリーリセットへの対応も

行いました。

商品ラベル
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■ 労働安全衛生の取り組みについて

当社では「ＯＹＰＭ活動」による不安全作業、不安全箇所の

改善を行うとともに、年間保安計画に従っての安全・衛生教

育を行っています。

リスク低減のため、ヒヤリハット報告やＫＹ活動（危険予知

活動）及びリスクアセスメントなどに取り組み労働災害ゼロを

目指しています。しかし、残念ながら２０１７年は休業災害が

２件発生しました。

度数率 ＝ 被災者数／延労働時間×1,000,000

強度率 ＝ 延休業日数／延労働時間×1,000

資格保有者数状況 （単位：人数） 2018年3月末時点

資格名称 2017年 2018年

公害防止管理者(大気・水質） 38 38

エネルギー管理士 14 13

高圧ガス製造保安責任者
（機械・化学 甲種、乙種）

29 34

危険物取扱者（甲種・乙種4類） 339 344

ボイラー技士(1級・2級） 40 45

作業環境測定士（第１種） 3 7

衛生管理者（第１種） 19 21

消防設備士 32 47

圧力容器取扱作業主任者 7 7

特定化学物質作業主任者 151 160

酸素欠乏危険作業主任者 156 155

有機溶剤作業主任者 207 212

特別管理産業廃棄物管理責任者 13 16

産業廃棄物焼却施設技術管理者 4 5

■ 資格取得状況

全社員の資格取得状況はデータベースにて一元

管理をしています。社内人員構成の変化に伴う資格

者充足を円滑に進めるとともに、取得の支援を行っ

ています。

(注 ： 強度率・度数率の全国値は、厚生労働省ＨＰより抜粋）

■ 物流安全

物流安全では全製品を対象に「輸送する化学物質の

性質や危険性及び安全管理上の注意事項と、緊急時

の措置や通知連絡先」が記載されているイエローカー

ドを作成しています。運送会社には、危険物運送での

法令対応、イエローカードの内容説明と使用方法、漏

洩時の対処方法、トラブル事例などの教育を毎年行っ

ています。

２０１７年度、環境に影響する物流事故は発生してい

ません。

商品ﾗﾍﾞﾙ・ｲｴﾛｰｶｰﾄﾞの整備状況 （単位：件数）

カードの
種類

イエロー
カード

GHSラベル
（国内）

GHSラベル
（海外）

新規登録 30 29 21

改訂 87 78 54

労働安全・保安防災

【安全衛生】

(注 ： 表中で記載されている人数は、延べ人数です）
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保安防災訓練一覧 対象期間：2016年12月～2017年11月

実施年月 事業所名 防災訓練名

2016年12月 金沢工場 通報・伝達訓練

2017年3月 金沢工場 消防用設備教育（自火報・消火栓）

2017年3月 金沢工場 臭気訓練

2017年4月 金沢工場 消防用設備教育（消防車）

2017年5月 大阪事業所 運送中の製品漏洩 対応訓練

2017年5月 酒田工場 漏洩訓練

2017年5月 金沢工場 避難誘導訓練

2017年5月 金沢工場 指揮・消火訓練

2017年6月 大阪事業所 アクリル酸タンク 緊急対応訓練

2017年6月 金沢工場 消防用設備教育（事務棟・倉庫）

2017年7月 大阪事業所 ライフゼム装着訓練

2017年8月 東京オフィス 防災訓練

2017年8月 金沢工場 防災訓練

2017年9月 酒田工場 防災訓練（火災・爆発対応手順テスト）

2017年9月 大阪事業所 防災訓練

2017年9月 本社 防災訓練

2017年9月 八千代事業所 防災訓練

2017年11月 八千代事業所 初期消火手順テスト

▲指揮・消火訓練（金沢工場）

▲臭気訓練（金沢工場）

▲避難誘導訓練（金沢工場） ▲防災訓練（酒田工場）

■ 防災訓練

各工場では「年間保安管理計画書」に沿って、製造・貯蔵施設や研究施設などでの災害発生を想定し、安全教育、

保安点検と防災訓練などを実施しています。

海岸に近い金沢工場では津波対応訓練を実施し、１２０名分の飲料水・食糧・毛布など３日分を備蓄しています。

▲防災訓練（大阪事業所）

■ 金沢工場の火災事故について

２０１７年３月１０日に金沢工場にて発生しました火災事故につきまして、近隣の皆様ならびに関係者の皆様には大変ご迷惑、

ご心配をおかけしましたこと、深くお詫び申し上げます。

火災の原因となった静電気対策として、製造プラントでのサンプリング時におけるアースの設置方法を見直しました。また、

全事業所にも水平展開を実施しました。

起こした事故から得た教訓を活かし、風化させないよう絶対事故を起こさないよう再発防止対策を講じています。

労働安全・保安防災

【保安防災の取り組み】
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▲「クリーン・ビーチいしかわ」の海岸清掃
（2017年5月）

▲工業団地の清掃
（2017年5月・10月）

■ 地域の環境保全・美化活動への参加

金沢工場では、2010年から社員と家族が取り組んでいる「大阪有機 未来の森」*1 では石川県から提供を受けた

敷地にブナ、ナラ、ハンノキの植林を行っています。

なお、2017年は1.4㌧のCO₂吸収を達成し、石川県から「森林整備活動CO₂吸収証書」を授与されました。

また、松本工業団地の清掃や、「クリーン・ビーチいしかわ」*2 の海岸線清掃に2017年も社員と家族が参加しました。

＊2 クリーン・ビーチいしかわ
石川県の海岸線583ｋｍを清掃することで、野鳥や海の
生き物を守ることを目的とした海岸愛護運動で毎年5月
に実施されています。

＊1 大阪有機 未来の森
石川県白山市白峰西山地区の市有林3,400㎡の提供を
受け、植林を行いました。

■ 避難場所の提供

金沢工場近傍で2013年春に建設された5階建て社員寮は、津波災害が想定される場合、地域の皆さまの避難所

として提供しています。

社会との対話と貢献

【社会との対話と貢献活動（金沢工場）】

金沢工場 （金沢研究所含む）

● 所 在 地 ： 石川県白山市松本町1600番1

● 設 立 ： 昭和56年6月

● 従 業 員 ： 198名 （2017年11月30日現在）

● 主力製品 ： 半導体用材料、塗料・粘着材料樹脂原料 など

▲「未来の森」の下草刈りと植林 （2017年6月・10月）

▲森林整備活動 CO₂吸収証書
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■ 地域の環境保全・美化活動への参加

酒田工場では、工場周囲清掃（2017年4月）、海岸清掃活動（2017年6月）等の美化活動を行い、地域の環境

保全に努めています。

■ ヘリポートの提供

工場内のグランドは、ドクターヘリ用のヘリポートとして提供しています。

▲ 2017年4月
工場周囲清掃活動

社会との対話と貢献

【社会との対話と貢献活動（酒田工場）】

▲ 2017年6月
海岸清掃活動

酒田工場

● 所 在 地 ： 山形県飽海郡遊佐町藤崎字茂り松157番23

● 設 立 ： 平成12年7月

● 従 業 員 ： 39名 （2017年11月30日現在）

● 主力製品 ： 液晶表示材パターン形成材料、化粧品材料、塗料樹脂原料 など

■ 地域行事への参加

酒田工場では、「鳥海山二ノ滝氷柱探勝会」（遊佐町

主催）等、地域行事への参加を積極的に行っています。

▲ 2017年12月
森林整備ボランティア

■ 優良企業

山形県危険物安全協会連合会より、「優良危険物

取扱事業所」として表彰されました。

▲ 2018年2月
鳥海山二ノ滝氷柱探勝会

▲ 2017年6月
優良危険物取扱事業所として表彰
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■ 地域の環境保全・美化活動への参加

大阪事業所では、大和川クリーン作戦*1 への参加を行いました。（2018年3月）

▲ 2018年3月 大和川クリーン作成

社会との対話と貢献

【社会との対話と貢献活動（大阪事業所）】

大阪事業所 （大阪研究所・先進技術研究所含む）

● 所 在 地 ： 大阪府柏原市片山町18番8

● 設 立 ： 昭和36年7月

● 従 業 員 ： 48名 （2017年11月30日現在）

＊１ 大和川クリーン作戦
大和川・石川流域などで、毎年約2万人が参加する
府内最大の一斉清掃行事で、毎年3月に実施されています。

■ 地域行事への参加

大阪事業所では、柏原市主催「柏原市民総合フェスティバル」への参加、柏原市商工会主催ソフトボール

大会への参加等、地域行事への参加を積極的に行っています。

▲ 柏原市民総合フェスティバル ▲ 柏原市商工会主催ソフトボール大会
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